
令和８年９月

道路貨物運送業における
労 働 災 害 の 現 状



【道路貨物運送業における毎年８月末現在の労働災害発生状況】

　活動の実践をお願いいたします。

　　グラフ２は、１年間に発生した道路貨物運送業の労働災害発生状況を取りまとめたも

　　道路貨物運送業の労働災害は、平成29年以降、増加傾向を示し令和３年以降は年間の

　　令和８年は、これを上回っており、このままのペースで行くと、年間の被災者数は過

　となっています。

　徹底、荷主等に向けた労働災害防止への協力要請等を行うなど、労使協力して安全衛生

　によりゼロとなりましたが、10年間の平均では年間2.6人が亡くなっています。

　去最多に達する状況です。

　　各事業場におかれては、今一度、安全衛生管理体制の再点検と、基本的な安全行動の

　のです。

【道路貨物運送業における年間の労働災害発生状況】

　　グラフ１は、群馬県内の道路貨物運送業で発生した休業４日以上の労働災害の発生状

　況を８月末現在で取りまとめたものです。

　死傷者数が300人を超える状況が続いています。死亡災害は、令和４年に関係者のご尽力

　　過去、最も多く発生したのは、平成13年の年間364人（内死亡３人）、８月末で219人
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　　「転倒」と「動作の反動」は増加傾向にあります。「動作の反動」には、「無理な動

　作」による災害も含まれます。「動作の反動」では重い物を持ち上げてぎっくりさせた

　ように身体の動き、不自然な姿勢、動作の反動などが起因して筋をちがえる、くじき、

　化、未熟練者の増加などによって、増加傾向にあります。

　　道路貨物運送業では、一人作業となることが多いことから、一人でも安全を最優先し

　た安全行動を励行しましょう！

　　転倒や腰痛など、行動に伴う災害を「行動災害」と称していますが、労働者の高年齢

　荷台や運転席、プラットホームから多くの人が落ちています。

　ぎっくり腰などが該当します。

　　「墜落・転落」の割合は３割程度と最も多く発生している事故の型です。トラックの

【道路貨物運送業における労働災害の詳細】

　　グラフ３～６は、道路貨物運送業で発生した休業４日以上の労働災害を事故の型別

　に分類したものです。事故の型とは、傷病を受ける「もと」となった起因物が関係した

　現象を言います。グラフは、平成28年、令和２年、令和６年の４年ごとと、令和８年分

　として、８月末までの統計値を円グラフで示めしています。
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　増加傾向が見て取れます。

　め等に躓いて転倒、③荷の取扱中に腰部等を捻挫、などが多く発生しています。

　　トラック荷台からの墜落では、令和５年10月１日から「昇降設備設置義務の対象と

　なる貨物自動車が最大積載量２トン以上となった」ことなどから、昇降設備の重要性

　の認識が高まり、動力運搬機からの墜落災害は減少傾向にあると考えられます。

【道路貨物運送業における労働災害の詳細】

　　グラフ７～10は、道路貨物運送業で発生した休業４日以上の労働災害を起因物別に

　分類したものです。起因物とは、災害をもたらす「もと」となったものを言います。

　　「動力運搬機」が占める割合が減少傾向にあります。反対に「仮設物・建築物」に

　　「起因物」と「事故の型」の関係性から見ると、①トラック等からの墜落、②車止
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Ｒ７　起因物・事故の型別（全体）
墜
落

、
転
落
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倒

動
作
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動
作
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れ
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き
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ま
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激
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飛
来

、
落
下

崩
壊

、
倒
壊

激
突
さ
れ

高
温
・
低
温

物
の
接
触

交
通
事
故

そ
の
他

総
計

運搬機械 74 4 5 15 6 1 5 9 119
仮設物等 9 44 7 3 5 68
装置等 5 2 8 8 3 8 5 5 1 45
荷 1 2 16 2 3 2 26
材料 1 1 2 1 3 2 2 12
環境 1 1 9 1 12

動力機械 1 1 1 3
その他 2 4 8 1 3 18

総計 93 59 46 29 16 14 10 10 9 9 8 303

【道路貨物運送業における労働災害の詳細】
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Ｒ７　起因物・事故の型別（男女別）
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運搬機械 69 4 4 13 6 1 9 3 109
仮設物等 8 36 6 3 4 57
装置等 5 2 6 6 3 6 4 3 1 36
荷 2 13 1 3 2 21
材料 1 1 2 3 2 2 11
環境 1 1 8 1 11

動力機械 1 1 1 3
その他 2 1 6 1 13
総　　計 86 48 37 24 14 12 9 9 8 6 5 261
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仮設物等 8 1 1 1 11
運搬機械 5 2 2 1 10
装置等 2 2 2 1 2 9
荷 1 1 3 5
材料 1 1
環境 1 1
その他 3 2 5

総　　計 11 7 4 5 2 2 1 1 9 42
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【道路貨物運送業における労働災害の詳細】

　　グラフ11は、平成28年～令和７年までに道路貨物運送業で発生した休業４日以上の労

　働災害3,007人を年齢別に分類し、グラフ化したものです。

　　60歳以上は、労働者数が減ることから減少していますが、年齢が高くなるにつれ、発

　生割合が高くなっています。
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3 -3 
77 182 36 155 14 23 9 496 443 53

23 61 5 31 9 5 134 123 11
1 1 1

20 48 9 21 7 5 6 116 110 6

4 8 1 1 1 15 14 1
2 2 1 1

36 119 10 61 5 4 1 236 177 59
2 2 2

27 117 10 57 5 4 1 221 167 54
1 -1 

3 3 1 1 1 9 4 5
1 1 1

43 65 13 40 5 6 3 175 173 2

36 53 9 19 6 5 1 129 113 16
1 -1 

19 35 4 14 12 5 20 109 96 13

11 14 1 10 3 1 40 39 1
1 1 1

71 154 24 83 14 11 9 366 332 34

8 32 4 22 1 1 68 59 9
1 3 1 5 7 -2 

305 656 108 393 64 60 50 1,636 1,448 188
1 3 1 2 7

281 593 87 307 76 61 43 1,448
-2 -2 

24 63 21 86 -12 -1 7 188

災害の種類別
高崎 前橋 桐生 太田 沼田 藤岡 中之条 群馬局計 前年同期 増減

1 1 3 -2 
42 94 19 60 10 4 9 238 203 35

99 171 35 104 22 19 18 468 416 52
1 1 1

31 73 22 51 4 7 5 193 170 23

16 34 3 10 4 2 3 72 92 -20 

55 123 17 66 8 10 7 286 219 67

1 3 1 1 1 7 20 -13 

4 14 1 5 2 2 28 24 4
3 3 3

23 51 4 29 4 1 2 114 91 23

16 49 3 58 9 5 9 149 145 4
3 -3 

92 200 42 99 26 25 15 499 423 76

注１　この表は、死亡及び休業４日以上の労働者死傷病報告を集計しています。

  ２　各項目の下欄は死傷者数合計、上欄は死亡者数で下欄の数の内数です。

　３　下の表は災害の種類別で、特に項目を設定して集計しています。高年齢者とは６０歳以上の高年齢労働者を言います。

　４　新型コロナウイルス感染症のり患による労働災害を除いたもの。

起
因
物
別

建 設 機 械 等

食品加工用機械

ト ラ ッ ク

外 国 人 の 災 害

高 年 齢 者 の 災 害

災害の種類別・署別

事
故
の
型
別

墜落・転落

転 倒

 はさまれ・
　　 巻き込まれ

切れ・こすれ

 動作の反動・
　　 無理な動作

前 年 同 期

増 減

計

建 設 業

木 造 家 屋 等
建 築 工 事 業

運 輸 交 通 業

道路貨物運送業

林 業

小 売 業

社 会 福 祉 施 設

接 客 娯 楽 業

飲 食 店

上記以外の事業

清 掃 ・ と 畜 業

食 料 品 製 造 業

令和８年　労働者死傷病報告受理件数表
令 和 ８ 年 ８ 月 末 現 在
群 馬 労 働 局

　　　　　　　署別
 業種別

高崎 前橋 桐生 太田 沼田 藤岡 中之条 群馬局計 前年同期 増減

製 造 業
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2 2 1 1
76 161 28 134 14 27 3 443 481 -38 

25 62 6 21 4 5 123 155 -32 
3 -3 

30 45 6 16 4 6 3 110 123 -13 

2 7 1 2 1 1 14 20 -6 
1 1 5 -4 

18 92 6 52 4 4 1 177 226 -49 
5 -5 

14 89 6 50 3 4 1 167 214 -47 
1 1 1

1 2 1 4 7 -3 
1 -1 

37 77 14 27 11 4 3 173 149 24

31 43 13 17 5 4 113 105 8
1 1 1

15 25 4 14 21 1 16 96 105 -9 

10 13 3 9 3 1 39 57 -18 
1 1 2 1 1

74 149 14 47 16 15 17 332 337 -5 
1 -1 

9 30 4 7 4 2 3 59 63 -4 
1 3 1 2 7 12 -5 

281 593 87 307 76 61 43 1,448 1,533 -85 
2 2 1 3 2 2 12

293 605 93 353 83 54 52 1,533
-1 1 -1 -2 -2 -5 

-12 -12 -6 -46 -7 7 -9 -85 

災害の種類別
高崎 前橋 桐生 太田 沼田 藤岡 中之条 群馬局計 前年同期 増減

1 1 1 3 5 -2 
29 100 13 37 11 6 7 203 241 -38 

98 155 26 80 23 18 16 416 383 33

38 63 10 40 8 9 2 170 171 -1 

11 43 5 21 7 4 1 92 103 -11 

32 93 16 51 10 9 8 219 254 -35 

2 12 3 1 2 20 11 9

1 19 2 1 1 24 26 -2 
3 -3 

11 46 4 25 2 3 91 124 -33 

16 60 6 53 6 3 1 145 141 4

4 5 1 2 1 2 1 16 20 -4 

注１　この表は、死亡及び休業４日以上の労働者死傷病報告を集計しています。

  ２　各項目の下欄は死傷者数合計、上欄は死亡者数で下欄の数の内数です。

　３　下の表は災害の種類別で、特に項目を設定して集計しています。

　４　新型コロナウイルス感染症のり患による労働災害を除いたもの。

起
因
物
別

建 設 機 械 等

食品加工用機械

ト ラ ッ ク

外 国 人 の 災 害

建設公共工事の災害

災害の種類別・署別

事
故
の
型
別

墜落・転落

転 倒

 はさまれ・
　　 巻き込まれ

切れ・こすれ

 動作の反動・
　　 無理な動作

前 年 同 期

増 減

計

建 設 業

木 造 家 屋 等
建 築 工 事 業

運 輸 交 通 業

道路貨物運送業

林 業

小 売 業

社 会 福 祉 施 設

接 客 娯 楽 業

飲 食 店

上記以外の事業

清 掃 ・ と 畜 業

食 料 品 製 造 業

令和７年　労働者死傷病報告受理件数表
令 和 ７ 年 ８ 月 末 現 在
群 馬 労 働 局

　　　　　　　署別
 業種別

高崎 前橋 桐生 太田 沼田 藤岡 中之条 群馬局計 前年同期 増減

製 造 業
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　　　体制の確立、職場環境の改善等の取組を進める。

　　　のための指針公示第1号）に基づき、高年齢者の就労状況等を踏まえた安全衛生管理

【陸上貨物運送事業における第14次労働災害防止推進計画（抜粋）】

　陸上貨物運送事業における具体的取組

　　　基発0325第1号、R5.3.28付け基発0328第5号改正）に基づく安全衛生管理体制の確

　　　立、墜落・転落災害や転倒災害等の防止措置、保護帽等の着用、安全衛生教育の実

　　　施等、荷主も含めた荷役作業における安全対策に取り組む。

　　○「職場における腰痛予防対策指針」（H25.6.18付け、基発0618第1号）を参考に作業

　　　態様に応じた腰痛予防対策に取り組む。

　　○非正規雇用者も含めた全ての労働者への雇入れ時等における安全衛生教育の実施を

　　　徹底する。

　　○「高年齢者の労働災害防止のための指針」（R8.2.10付け、高年齢者の労働災害防止

　　※「陸上貨物運送事業」とは、道路貨物運送業及び陸上貨物取扱業を総称したもの。

　　○労働災害防止団体と連携を図りながら、陸上貨物運送事業等の事業場（荷主となる

１　計画の目標

　　　群馬労働局、事業者、労働者等の関係者が一体となって、一人の被災者も出さない

　　という基本理念の実現に向け、以下の各指標を定め、計画期間内に達成することを目

　　指す。

　（イ）（ア）の達成に向けて群馬労働局等が取り組むこと

　　○陸上貨物運送事業における死傷災害の約７割が荷役作業時に発生しており、荷役作

　　　業時におけるトラックからの墜落・転落災害が多数発生していることから、トラッ

　　　クからの荷の積み卸し作業に係る墜落・転落防止対策の充実強化を図る。

　　○陸上貨物運送事業の荷役作業における労働災害の多くが荷主事業者の敷地等におい

　　　て発生している実態等に対応するため、個人事業者等に対する安全衛生対策の検討

　　　結果を踏まえ荷主事業者対策に取り組む。

２　計画期間　　2023年度から2027年度までの５か年

３　全業種に係るアウトプット指標

　(1)労働者の作業行動に起因する労働災害防止の推進

　(2)高年齢者の労働災害防止対策の推進

　　　いて積極的に周知・普及を図る。

　　　事業場を含む。）に対して、荷役作業における安全ガイドラインの周知徹底を図る

　　　とともに、荷役作業の実態を踏まえ、荷役作業に用いる機械等の安全な使用方法を

　　　周知する。

　　○効果的な腰痛の予防対策を行うために、腰痛の発生が比較的多い重量物取扱い作業

　　　等について、事業者や研究者の協力を得つつ発生要因をより詳細に分析し、効果が

　　　見込まれ、かつ実行性がある対策を検討する。あわせて、効果が得られた対策につ

　（ア）労働者の協力を得て、事業者が取り組むこと

　　○「陸上貨物運送事業における荷役作業の安全対策ガイドライン」（H25.3.25付け、

　(3)多様な働き方への対応や外国人労働者等の労働災害防止対策の推進

　(4)労働者の健康確保対策の推進
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